





























































館一一途芒1 L味の素 2．松下電器 3．日本電気 4．東　レ 5．新日鉄





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































項目　　　＼一　　～、．． 輸出代替型 生産センター型 海外協力型
（1－1）本社の意図
（1－2）コスト・パーフォ
　　　ーマソス
（2）　トップと支配
（3）製品構成
（4）計　画
（5）組織構造
（6）人事
（9）生　産
（10）販　売
（11）財務
（12）現地への効果
（13）成功条件
（14）　将来は
・市場の支配
・配当，ロイヤリティー、
部品輸出（小）
コストは本国よりやや
高い
目本人＋現地人
出資は50％以下に
多　様
自立的計画
事業部制も
・日本式の持ち込み多い
終身雇用的
・全国組織の労組
・女子の雇用多い
学歴やや高い
・設備は現地適応
・5日／週
・8時間／日
・キー部品のみ本国より
・工場団地で
・自主的価格設定
・自らのネットワーク
・株式公開多い
・財務情報公開
・輸入節約
・雇用増
・現地に適した製品と技
術の優位性
・早い参入
fade－outありうる
・世界市場の支配
（生産セソターは品質／コストよく世界的競争力あり）
コストは本国より安い
・日本人がkey　postを
　しめる
出資は100％が望ましい
1～2の少数で大量生産
NEC……本社の計画で｛
PEN……自立的
　集権化のレベル高い
機能別組織多い
・日本式の持ち込みやや
少ない
・無能はやめてもらう
・労組なしのことも
・女子80％も
学歴
　高い……NEC
　
｛
　低い……PEN
・本国と同じ設備
・6日／週
・24時間／日
・部品80％は本国より
・free　zoneで
・国際競争価格
・本社の販売経路による
・秘密性高い
・出資100％で財務情報
公開の必要も少ない
・技術移転は少ない
秘密の技術を移転
・見学などを通ずる移転
はある
・生産センターに適した
立地
・コスト・パーフォーマ
　ンスよい
fade－outはありえない
場所を借りているだけ
・本社の影響力を残す
他国のショーウィソド
・配当，ロイヤリティー
やや高くても国産化
。現地政府と共同出資
・現地人が大部分，日本
人は少ない
出資は3分の1以下
少ない
自立的計画
機能別組織
・日本式の持ち込み少な
い
現地式
・小規模の設備
・現地調達
・工場団地で
・国内に販売
・株式の3分の1は政府
　3分の1は公開
技術移転
自主的生産
・現地に適応した生産シ
ステム
すでにfade－Out
（註）　先進国で両者の区別はあるか……ない．輸入代替も競争激しい（例，自動車）．
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選ばず株式は公開している。しかし取締役に
現地人を登用することは必要である。これは
マレーシアにおいて秀れた経営者のパートナ
ーを持つことが難しいためであり，その基礎
にはブミプトラ政策がある。また日本人の経
営者は多く鍵になるポストを占めている。こ
れはマレーシアの政策に沿ったものではなく，
むしろ人材が少ないと言う環境に適合してい
るものである。株式はマジョリティー（過半
数）を握っている所が多い。これは次第に減
少して行くことが要求される。フィリピンと
違い過半数を握っていることが多いのは政府
の要求が弾力的であることと，成立以来の歴
史がまだ浅いと言うことに依るであろう。生
産センター型の企業はマレーシアの方が多い。
これは政治的にも経済的にもマレーシアの方
が安定しており，労働力も秀れているからで
あろう。しかしフィリピンにも今後生産セン
ター型の企業が多くなることが期待される。
マレーシアの政府はフィリピン以上により多
くフリーゾーンを設け，海外の企業を誘致す
ることを熱心に行なっている。これも生産セ
ンター型が多い理由であるかも知れない。
　労働組合は全国組織である。これはマレー
シァの方がヨーロッパ型の影響をより多く受
けているからであろう。賃金の形態としては
職務給を採っているがこれはフィリピンと同
じである。資金はフィリピンの場合には国内
で調達することができないし，また金利も20
％程度であり，国内から調達することは有利
ではない。これに反してマレーシアでは資金
が豊富であり金利も7～8％の水準であり低
い。したがって現地から調達することが可能
である。しかしマレーシアの日本企業の多く
は収益性も高く現地から資金調達の必要性は
それ程多くはない。
　三つの目的に依る経営管理の相違
　マレーシアにおいて筆者は輸入代替型，生
産センター型，海外協力型の三つの目的を持
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つ日本の子会社を見ることが出来た。これら
の三つの目的に応じて経営管理のシステムは
異なっている。これもまた情況に応じた経営
管理の使い分けの一つのモデルを提供する。
輸出代替型と生産センター型と現地協力型の
経営管理の相違の概要は第D－3表に示され
る。
　（1）本社の意図
　輸出代替型の場合には進出した先の市場の
支配を意図する。また経済的セこは配当，ロイ
ヤリティー，部品輸出などに依る利益を期待
する。これに対して生産センター型の場合に
は生産拠点以外の世界市場の支配を意図する。
その意図する市場の範囲は広い。さらに経済
的には配当（ロイヤリティー），部品輸出な
どに依る利益を期待する。これに対して海外
協力型の場合には本社の影響力をその国に残
し他国への進出のショーウィンドウとしての
効果を期待する。別に配当やロイヤリティー
の受け取りも若干期待し得る。
　次にコスト・パフオーマンスであるが輸出
代替型の場合には本国よりやや高いコストで
あっても已むを得ない。それによって成功す
るか否かは受入れ国が海外企業を如何に歓迎
し保護するかに依っている。もしその保護が
無けれぽ輸入品に太刀打ちすることが出来な
い。これに対して生塵センター型の場合には
本国よりもむしろ生産コストが低いことが必
要である。海外協力型の場合にはコストはや
や高くても巳むを得ない。要するに輸入を節
約し技術を学ぶための国産化である。
　（2）　トップと支配
　輸出代替型の場合にはトップは日本人と現
地人との混合であることが多い。出資の割合
は50％以下でも已むを得ない。これに対して
生産センター型の場合には日本人がキーポス
トを支配しまた出資の割合も100％に近いも
のであることが望ましい。何故ならばそれは
本国の戦略に基づいて運営されることが必要
であり，また場合に依っては生産拠点を一つ
の国から他の国へ移すこともあり得るからで
ある。これに対して海外協力型の場合には現
地人の経営者が大部分を占め技術移転後には
日本人は少ない。また出資の割合も3分の1
以下でも支障はない。進出先国の政府その他
が自主的な運営をすべきであるからである。
　（3）製品構成
　輸出代替型の場合には製品構成は多様であ
りその市場で売れる製品を作らねばならない。
これに対して生産センター型の場合には1～
2の少数の品目に集中し，大量生産をする必
要がある。そうしなければ海外に対する輸出
競争力を持つことが出来ない。さらに海外協
力型の場合には生産品目は多くはない。何故
ならぽ特定の品目について経営技術を学ぶこ
とがその国にとっての目的であるからである。
　（4）計　画
　輸出代替型の場合にはやや自立的に計画が
たてられる。何故ならばその市場に合わせた
計画をたてることが必要であるからである。
生産センター型の場合には本社の計画に基づ
いて子会社の計画をたてることが必要である。
　それは本社の戦略の一環であるからである。
海外協力型の場合には自立的に計画をたてる。
　（5）組織構造
　輸出代替型の場合には比較的製品が多いの
で事業部制を採ることも有り得る。これに対
して生産センター型や海外協力型の場合には
機能別の組織を採ることが多い。
　⑥　人　事
　輸出代替型の場合には，人事システムに日
本式を持ち込むことが多い。これはやや労働
集約的であり日本式の労務管理が成功するこ
とを期待し得るからである。また人間尊重的
な終身雇用その他のシステムも移し得る。労
働組合はその国の労働組合のシステムに従っ
て組織され或いは加入される。製品の性質に
も依るが一般的1こは女子の雇用がやや多い。
またコミュニケーションの必要から学歴も高
いのhX－一・般的である。
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　これに対して生産センター型の場合には日
本的な生産システムを持ち込み，高度に機械
化するので，日本式の人事管理を持ち込む余
地は少ない。一方人間尊重的な人事管理シス
テムを持ち込むことは有益であるがしかし，
もっと厳しい労務管理をすることが必要にな
ってくる。無能な人は退めて貰うと言うこと
が時には必要になってくる。労働組合には加
入しないこともある。学歴は相対的には高く
はない。女子の雇用の割合も職場に依るが若
しそれが賃金を低め生産性をあげるならぽ高
いパーセントをとることになる。
　海外協力型の場合にはその国の企業である
ので日本式の持ち込みを少なく，現地式の労
務管理が用いられることが多い。
　（9）生　産
　生産の地域は輸出代替型の場合には工場団
地が用いられる。設備は必ずしも大規模では
なく現地の需要に見合ったものであることが
必要である。多くの場合1週5日などの労働
者に有利な勤務体制を採り，また1交替であ
ることが多い。また部品の輸入は鍵になる部
品のみ本国から輸入する。
　これに対して生産センター型の場合にはプ
リーゾーンに立地することが必要である。設
備は本国と全く同じ物を持ち込み本国と同じ
生産システムを用いる。1週6日，24時間操
業を行なって高度の設備を早く償却すること
が必要である。また部品も本国から持ち込む
ことが多い。
　海外協力型の場合には工場団地に立地し需
要に見合った小規模の設備投資をする。操業
時間は業種に依って異なり，製鉄業の場合に
は24時間操業を行なう。部品はできるだけ現
地において調達をするし，また現地調達し得
る産業に現地協力型の企業が適する。
　（i◎販　売
　輸出代替型の場合には自主的に価格を設定
し，自らの国内販売経路に依って流通を行な
う。
アジアにおける日本の多国籍企業（その2）（河野）
　これに対して生産センター型の場合には国
際的な競争価格で売らなくてはならない。ま
た販売経路も本社の販売経路を利用する。
　海外協力型の場合には国内に販売をするこ
とは言うまでもない。
　⑪　財　務
　輸出代替型の場合には株式を公開し，また
情報も公開する必要がある。これに対して生
産センター型の場合には，100％出資であり，
財務的な情報の公開も少ない。海外協力型の
場合には少数の株式を持つことになり或る割
合を現地政府が保有することが多い。
　⑫　現地への効果
　輸出代替型の場合には現地の国の輸入の節
約，雇用の増加が主たるものである。また技
術の移転も現地の社会の期待である。
　生産センター型の場合には雇用の増加が主
たる効果であり，輸入節約などは期待出来な
いが或る種の輸出の増加，少なくとも収支の
差額に依る外貨の増大の効果を期待し得る。
技術の移転はどうであろうか。生産センター
型の場合には秘密の保持が必要であり，それ
程技術の移転を期待することは出来ないであ
ろう。しかしNECの場合に見る如く見学者
は非常に多くそれを通じての経営技術の移転
は期待し得る。
　これに対して海外協力型の場合には技術移
転こそ最大の目的であり，また自主的生産に
依る輪入の節約が大きな効果である。
　⑱　成功の条件
　輸出代替型の場合には現地に適応した製品
を安く生産することであるが生産コストは本
国よりも多少高くても止むを得ない。成功の
条件としてはむしろ早く占有率を高め，競争
相手の参入を防ぐことにあるであろう。何故
ならば政府の保護を優先的に受けることが必
要であるからである。
　これに対して生産センター型の場合には生
産センターに適した立地を選んでそこに設立
すること，そして秀れた本社の技術を移植し
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てコスト・パフオーマンスが良いことが絶対
の条件である。
　海外協力型の場合には現地に適応した生産
システムを用いることであり，マラヤワタの
ケースはこのよい例であると言える。
　将来はどうであろうか。輸出代替型の場合
には次第にフェイドァゥトをすることが期待
されるであろう。それを防ぐためには常に新
技術を導入し，新しい製品を導入してゆく必
要があるであろう。
　生産センター型の場合にはフェイドアウト
は有り得ない。むしろ拠点を変えると言うこ
とに依る適用をせざるを得ないであろう。
　海外協力型の場合には既にフェイドアウト
をしており，また次第にフェイドアウトして
ゆくことが必要である。
　以上の区別は発展途上国における区別であ
る。先進国ではこのよう・な区別が有り得るで
あろうか。先進国では先進国でも上記のよう
な区別は有り得る。しかし上記の区別の内，
輸出代替型が若干生産コストが高くてもよい
と言うこと，また多種少量生産も巳むを得な
いと言うこと，また労務管理がややゆるくて
もよいと言うこと，これらの点については生
産センター型と異なることは許されないであ
ろう。先進国における輸出代替型は生産セン
ター型と同じように国際競争にさらされ，如
何なる企業と競争しても負けない競争力を持
っていることが必要である。例えば自動車の
生産工場がこれに相当する。また，既にアメ
リカにあるカラーテレビ，その他の生産工場
がそうである。
E　日本の多国籍企業に対する現地
　　の批判
　一般的に言って，日本の多国籍企業に対す
る批判は，マレーシァでは少ないと言えよう。
それは，マレーシアの政府が，外国の企業を
歓迎しているし，また，一般の民衆も，有能
な官僚の率いる，また清潔な官僚と政治家の
率いるマレーシァ政府を信頼しているからで
あると言える。しかし，筆者がマレー大学
（University　of　Malay）のシア教授（Dr．
Sieh）及びマレー－pシァ経営者協会（Malay－
sian　Institute　of　Management）のチン博
士（Dr．　Chin）などと面接したことから得
られた日本企業の，特に経営者に対する批判
がやや特徴的である。
　日本の経営者に対する批判の第1は，日本
の経営者が日本ぼかり向いていると言うこと
である。「日本の多くの会社の社長や部長は，
毎週のように東京に帰り，東京の本社と連絡
をしている」と言う。そのことは必要である
かもしれないが，物の考え方として，日本の
本社ばかり向いていて，現地を向いていない
と言うことが問題である。もっとマレーシア
人の立場に立ち，マレーシアのための経営を
すべきであると言う。この批判があたってい
るのかどうか，必ずしも明らかではない。し
かし，味の素や松下の経営者が強調する，現
地人のための経営者，現地人のための企業，
現地社会のための企業ということは，十分に
理解されていないのであろうか。それとも実
践が足りないのであろうか。
　第2の問題は，日本人は，マレ・一一・人の社会
と隔離しているということである。日本人は，
マレー人と交際をしない。しかしアメリカ人
やイギリス人は，隣の人とも付き合う。また，
アメリカ人やイギリス人は，ロータリークラ
ブにも出てくるし，経営者協会にも出てくる。
しかし日本人はしないと言うのである。この
点は，反省する必要があるかもしれない。日
本人の経営者は，第1級の住宅地帯に住み，
したがって，隣人は特殊の階級にならざるを
えないであろう。また，英語の障害もあるか
もしれないが，ロータリークラブや経営者協
会での活躍をもっとしてもよいのではないか。
この点は，日本の銀行の駐在員も同意である
ということである。
　第3に，日本の企業は，ハイラーキーが強
すぎると言うのである。日本の企業は，マレ
ーシア人を登用しないし，また，彼らに権限
の委譲をしないという。これに対して，アメ
リカやイギリスの会社は，もっとオープンで
あり，従業員とファーストネームで呼び合う
と言う。また，アメリカの会社ではアメリカ
人は少なく，RCAやTexas　Instrument
では，社長や経理部長など5人から10人程度
にすぎないと言う。日本の企業における日本
の経営者が，フィリピンよりも多いというこ
とは，すでに筆者が述べたところである。こ
れは，経営者の不足，あるいは，中国人では
なく，マレー系のマレーシア人の経営者の不
足によるところが大きいと考えられる。マレ
ー系のマレーシア人の大学卒業者や有能な人
は少ないので，仮にそれを採用しても，他に
異動してしまうことが多い。これに対して
Dr．　Chinは，経営者の不足はないと言う。
不足はない，と言うことの意味は，シナ系の
マレーシア人を入れてのことであろう。ここ
に問題があると言える。
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